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閣府の推計によると，図 1-1-1 に示すように，わが国の社会資本は 1998 年の時点で総
額約 603 兆円にも上るストックが蓄積されている．高度経済成長期以降に急激に整備
されたものの蓄積が大きく，図 1-1-2 に示すように，その分野別の内訳(旧電電公社・
















- 2 - 
 
このうち橋梁について道路統計年報 3)によると，図 1-1-3 に示す橋種別橋梁箇所数比
率で PC 橋，RC 橋などのコンクリート構造が約 60%を占めている．橋種別橋梁延長比







である．現在までに 90 億 m3 以上のコンクリート構造物のストックがあると言われて
















（1955 ～  1973 年）に架設された橋梁は全橋梁ストックの 34％を占めており，平均経
過年数は 38 年となっている．また，高速自動車国道の平均経過年数は約 21 年，一般














図 1-1-5 橋梁経年分布図 5) 
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ここで橋梁の耐用年数に着目すると，一般に 50 年程度と言われることがあるが 6)，
国土交通省が定期的に実施している橋梁の架替えに関する実態調査結果の分析から，
橋梁の寿命は建設年代によって傾向に違いがみられることがわかっている．1951～
1960 年架設のものは 60 年程度，1961～1980 年架設のものは 70 年程度と推定されてい
る 7)．  
年代別の橋梁の整備量と主な示方書等の改訂内容との関係を図 1-1-6 に示す 8)．こ
の図より高度経済成長期における土木技術の知見が今ほどには十分ではなかった時代
に多数の道路ストックが形成されていることがわかる．今後はこれらの時代の構造物
















図 1-1-6 年代別の橋梁の整備量と主な示方書等の改訂内容 8) 
 
建設後 50 年以上経過を一つの目安として橋梁の割合をみると，図 1-1-7 に示すよう
に，H28 年度(2016 年度)には約 20％，H38 年度(2026 年度)には約 47％に達するもの
との予測もある 9)．また，今後 15 年程度で建設後 50 年以上の橋梁数の増加は，図 1-1-8
に示すように，地方道において著しいことがわかる 10)．直轄国道と旧道路 4 公団が管
理する橋梁やトンネルでも図 1-1-9 に示すように，建設後 50 年以上経過した数が飛躍










図 1-1-7 建設後 50 年以上経過する  図 1-1-8 建設後 50 年以上の橋梁数 10) 
社会資本の割合 9) 
























要があるといわれている 9)．  
このように社会資本の高齢化が間近に迫る中で，適切な維持管理を欠いた場合には，
老朽化した社会資本が本来の機能を保てなくなるおそれやその崩壊等による事故の発















上がっている．このような状況に鑑み，平成 20 年 5 月に道路橋の予防保全に向けた提
言が示され，早期発見・早期対策によりライフサイクルコストの最小化と構造物の長
寿命化の実現の方策が示された 17)．  







平成 21 年 3 月に閣議決定した．この計画は平成 20 年度から平成 24 年度までの社会資
本整備の方向性を示すものであり，維持管理や更新の推進などの課題に対応するため，
「ストック型社会への対応」という項目が新たに追加され，現下の厳しい経済状況に
















原因が想定され検討されたが，いずれも十分にあてはまらず，1940 年に Stanton が初
めて骨材とアルカリの反応であるということを指摘した 21)．その後，米国ではいくつ
かの構造物に同様の劣化が認められ，1941 年には開拓局によって初めて対策が示され
た．これに引き続き，試験方法や対策等種々の検討が行われ，ASTM C 289 のいわゆ









告 24)されたもの以外には公表されたものは見られなかったようである．  
その後，1982 年に阪神高速道路の T 形橋脚においてアルカリ骨材反応によるコンク
リートのひび割れが生じていることが確認された．事象の重大性に鑑み，阪神高速道
路公団(当時)では，「反応性骨材コンクリート調査研究委員会（委員長：京都大学  岡
田清教授）」における審議を経て，1985 年 6 月に「アルカリ骨材反応に対するコンク
リート構造物の管理指針（暫定案）」25)を制定し，1989 年には「コンクリート構造物











中の塩化物総量規制およびアルカリ骨材反応暫定対策について」や JIS A 5308「レデ
ーミクストコンクリート」のアルカリ骨材反応対策の原型となった．この通達は，そ








な社会問題となった．阪神高速道路では，2000 年に RC 橋脚(1 基)で鉄筋破断を確認













委員会を設置して対応を検討している．2003 年 3 月には，国土交通省から「道路橋の
アルカリ骨材反応に対する維持管理要領（案）」33)が通知された．同年 4 月には，これ
らの問題が NHK クローズアップ現代「ASR による鉄筋破断の衝撃」として取り上げ




られている 1)．  
日本コンクリート工学協会においては，「作用機構を考慮したアルカリ骨材反応の対
策と診断研究委員会」(委員長：金沢大学大学院  鳥居和之教授)が設けられ，アルカリ
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骨材反応に関して，その作用機構や抑制対策，岩石学的評価の方法や維持管理におけ
る課題などについて検討がなされ，報告書がまとめられている 29)．  
産業界においては，プレストレスト・コンクリート建設業協会が「ASR 対策検討委
員会」(委員長：京都大学大学院  宮川豊章教授)を設置して，大型の PC はり供試体に
よる長期暴露試験により PC 部材の残存プレストレス，長期劣化性状，寸法効果，せ
ん断耐力，補強効果の確認などの検討が行われ報告書がまとめられている  35)．  
国土交通省および阪神高速道路株式会社では，継続的に維持管理に関する検討が進
められ，2007 年 2 月には，阪神高速道路株式会社より「ASR 構造物の維持管理マニュ












材反応によるコンクリートの劣化問題を解決することである．第 1 回会議が 1974 年に
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１．２ 研究目的 




















 本論文は，図 1-3-1 に示すように全 9 章で構成される．第 1 章では本研究の背景お
よび目的と論文の構成，第 2 章では鉄筋破断に関する既往の研究と未解明点，第 3 章
ではコンクリートの劣化と鉄筋破断の実態を明らかにした．第 4 章では鉄筋の曲げ加
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表 2-1-1 に各国の法規，カタログによるコンクリート鉄筋の曲げ条件の一覧を示す． 
 






















180°フック 折曲 180° 90° 折曲 180°
>3d >5d 3～ 8d 3～8d >6d －
>5d 〃 4～ 8d 4～8d >8d －
>5d 〃 >4d － >6d >4d
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ここで鉄筋の JIS 規格について概説する．JIS G 3112 鉄筋コンクリート用棒鋼 2)は
1964 年に制定され，1975 年，1985 年(全面改正)，1987 年(SI 単位系移行措置)および
2004 年(従来単位表示の削除，引張試験片の変更などでほとんどは 1985 年の改正を受
け継いでいる)の改正を経て今日に至っている．JIS G 3112 鉄筋コンクリート用棒鋼の
変遷の概要を表 2-1-2 に示す．  
 
表 2-1-2 JIS 規格変遷の概要 2) 
 
JIS G 3112(鉄筋コンクリート用棒鋼) 






3.SDC を追加  
4.呼び名 D41
を追加  




2.SD24 を削除  
3.SD30 を SD30A とし，
SD30B を追加  




























1985 年の改正により SD30 が分割され溶接性の配慮から SD30B(現行 SD295B)につ
いては JIS G 3106(溶接構造用圧延鋼材)に準じて C，Si，Mn，P，S の 5 元素が規定さ
JIS G 3112(鉄筋コンクリート用棒鋼) 
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SD40 および SD50 には降伏点の上下限を規定することになった．曲げ特性に関する規
定では，JIS Z 2248(金属材料曲げ試験方法)に合わせて曲げ直径を曲げ半径に変更する
とともに，SR30，SD30A，SD30B および SD35 について新たに呼び名 D16 以下の寸法
















以下の SD30B および SD35 については，注文者の必要に応じて曲げ試験の代わりに曲
げ戻し試験を規定できることとしたとある．  
この規格で規定する曲げ戻し特性は，欧州各国で規定している曲げ戻し特性の保証







1) ロットの単位と試験片長さおよび試験の数  
2) 曲げ角度および曲げ内半径  
3) 時効処理条件(方法，条件) 
4) 曲げ戻し角度  
5) 試験温度  
6) 曲げおよび曲げ戻し速度  
7) 判定基準(き裂または破断の程度) 
鉄筋の曲げ内半径は，曲げ加工部の引張強度や定着に影響を与えるものであり，コ
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ンクリートと鉄筋の一体性に関わる重要な項目である．各設計基準における鉄筋の曲
げ内半径の規定値を表 2-1-3～表 2-1-6 に示す．土木学会は，鉄筋の形状と降伏強さ
により，軸方向鉄筋とスターラップで区分して使い分けている．JIS G 3112 では，降
伏強さと鉄筋径により，EN 1992-1-1 と ACI 318 は，鉄筋径のみで曲げ内半径を規定し
ている．ACI 318 は 3 つの鉄筋径に対して 3～5φ としており，EN 1992-1-1 は鉄筋径
16mm を閾値として 2φ と 3.5φ の 2 種類としている．なお，EN 1992-1-1 の規定値は，
National Annex において各国が独自の値を設定することが可能である．  
 
表 2-1-3 土木学会コンクリート標準示方書の鉄筋の曲げ内半径の規定値 3) 
 














































種類  鉄筋径  内側半径  
SD295A，B D16 以下  公称直径の 1.5 倍  
D16 超え  公称直径の 2 倍  
SD345 D16 以下  公称直径の 1.5 倍  
D16 超え D41 以下  公称直径の 2 倍  
D51 公称直径の 2.5 倍  
SD390  公称直径の 2.5 倍  
SD490 D25 以下  公称直径の 2.5 倍  
D25 超え  公称直径の 3 倍  
鉄筋径  最小曲げ内半径  
φ≦16mm 2φ  
φ＞16mm 3.5φ  
鉄筋寸法  鉄筋径(mm) 最小曲げ内半径  
No.3～No.8 9.5～25.4 3φ  
No.9，No.10，No.11 28.7～35.8 4φ  
No.14～No.18 43.0～57.3 5φ  
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(2) 鉄筋の曲げ加工後の特性 
小林 6)は，昭和 38 年当時にわが国の高張力鉄筋の開発のために，冷間捩り加工によ
る高張力鉄筋の試作品や当時の異形丸鋼と欧州諸国で使用されているドイツの










の曲げ戻し試験は，曲げ内半径が 7d(d は鉄筋の直径)で行われており，Tentor Bar は
ほとんどき裂が生じなかったことに対して，国産の高張力鉄筋のⅠ種(D-35)について
は試料のすべてにおいてき裂が確認されたことである．曲げ戻し試験の条件を図













図 2-1-1 曲げ戻し試験の条件 6) 
 
関ら 7)は，鉄筋の曲げ加工によるき裂の大きさが引張強さに与える影響を検討する
とともに，代表的なメーカー8 社(昭和 43 年当時)の製品を含む SD30，SD35 および
SD40 の 15 種の熱間圧延高張力鉄筋の曲げ加工性を検討している．鉄筋の節形状は横
節，斜め平行節，三角節，波形類似節，斜め交差節の 5 種類である．曲げ条件は曲げ





渡辺ら 8) は，国内で入手可能な鉄筋 SD390，SD490，SD785，SD1275 を用いて曲げ
加工した鉄筋の引張試験を行っている．各鉄筋の曲げ加工性能を検討するため，まず
鉄筋を数種類の曲げ内半径(1.5，2.0，2.5，3.0φ)で各 3 本を 90°に曲げ加工し，90°曲
(a) 直径が 7d の曲げ金具にそって
90°だけ曲げたのち，沸騰水中で
30 分間加熱し，常温に冷やしたの










曲げ内半径 1.5φ と 2φ で曲げ加工した鉄筋の引張強さの降伏点に対する割合，破
断面の絞りの有無，鉄筋表面のき裂の有無を図 2-1-2 に示す．曲げ内半径を小さく加
工した鉄筋には，磁粉探傷試験でき裂発生の疑いが有ると判定されたものや，十分な
























豊福ら 9)は，電炉メーカー21 社の鉄筋 SD35 の D16 と D22 の品質試験を実施してい
る．日本道路公団(当時)では，鉄筋コンクリート用棒鋼は高炉鉄筋に限定して使用し





分を高炉鉄筋の既往の調査結果と比べると，JIS に規定のある元素では Si，Mn が低く，
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表 2-1-7 高炉鉄筋と電炉鉄筋の化学成分 9) 
 
 曲げ戻し試験では，き裂は曲げ内側の節の付根付近に多く，節の付根の曲率半径の
小さなものに多く発生していたと報告している．き裂が認められた鉄筋は D16 で 63
本中 13 本，D22 で 63 本中 3 本であり，この差は曲げ半径の違い(D16 は 2.5D，D22
は 3.0D)によるものと推定している．  
 ここで，ひずみ時効に影響する N 量に関する研究について紹介する．鋼に加工を加
えると二つの型の硬化が生じる．その一つは加工硬化であり，もう一つはひずみが加
わったことによる第 2 相の析出により生ずる時効硬化といわれている．後者がひずみ
時効と呼ばれており，ひずみ時効は純粋 Fe では生じない現象で鋼中に存在する固溶 N，
固溶 C に原因するとされており，ひずみ時効により降伏応力の増加が現れ，N 量の増




















C Si Mn P S Cu Cr Sn Ni N 
 高  
 炉  
 鉄  





















































 電  
 炉  
 鉄  

























































15℃ 21℃ 100℃ 120℃ 150℃ 
1年  6ヶ月  4時間  1時間  10分  
6ヶ月  4ヶ月  2時間  30分  5分  
3ヶ月  1.5ヶ月  1時間  15分  2.5分  
1ヶ月  0.5ヶ月  20分  5分  －  





っている．試験の対象とした鉄筋は，普通鋼電炉工業会加盟全国 27 社 32 事業所の製







要と調整方法を図 2-1-3 に，ベンダーの使用条件の不具合例を図 2-1-4 に，曲げ加工



















通常曲げの状況    ローラーと鉄筋の隙間無し  力点ローラー固定状況 
























(1) 鉄筋の曲げ加工  




眞野ら 14)は，鉄筋の曲げ加工部の残留応力を X 線回折法(日本材料学会 X 線応力
測定法標準に基づく)により計測している．残留応力測定箇所を図 2-2-1 に，残留応力










図 2-2-1 残留応力測定箇所 14) 
 



















鉄筋径  測定箇所 計測結果(N/mm2) 
D10 
外側  -233.2±28.4 
内側  438.8±40.8 
D19 
外側  -309.1±48.5 
内側  393.9±10.3 





節形状や曲げ半径などの実態についても整理が必要である．   
②  加工硬化  









(2) ひずみ時効  
為石ら 18)は，曲げ加工した鉄筋を加熱することにより，ひずみ時効を模擬した後に
引張試験を行い，ひずみ時効の影響について検討している．鉄筋は SD295A の D13 を








鳥居ら 19)は，ひずみ時効に影響する化学成分中の N の量が高炉鉄筋で少なく，電炉
鉄筋で多い傾向にあることに着目して，N の含有量の違いによる影響を確認するため
に，シャルピー衝撃試験を行って検討している．N の含有量が高い試料(0.0116%)と低





(3) アルカリ骨材反応による膨張が鉄筋に与える影響  













































































































報告している．鉄筋は市販の電炉鉄筋の SD345 を使用し，D13，D19，D25，D32 の
4 種類の鉄筋径により，曲げ内半径 1.0d，1.5d，2.0d，2.5d で 90°に曲げ加工した後















































鉄筋の計測事例は 1 例のみであり，加工度の影響についても明らかになっていない． 








て二軸引張試験を行っている．使用鉄筋は現行市販品の SD345 の D16 と，供用後 33 年
を経過し，実際に鉄筋破断が生じた橋脚梁部の鉄筋で，成分分析結果から SD295A と
推定されたものである．実橋脚で破断が生じた鉄筋を用いた二軸引張試験により，破






















図 2-2-7 二軸引張試験により破断した鉄筋の破面観察結果 35) 
 
















樽井ら 30)，鳥居ら 38)，奥山ら 39)は，能登有料道路における破断鉄筋の破面観察結果
から，鉄筋破断メカニズムを推定している．鉄筋の破断面は図 2-2-8 に示すように，3


























図 2-2-8 鉄筋破断面の模式図 38) 図 2-2-9 残留応力・破壊じん性値の変化 38) 




での検討事項と該当する章を表 2-3-1 に示す．  
 
表 2-3-1 既往の研究の未解明点と本研究の取り組み 
 





化学成分  ・電炉鉄筋の N の含有量が多い ・複数の破断鉄筋による確
認が必要  
・破断鉄筋の実態







3 領域に区分できた  
・破断鉄筋の実態
を確認   







































検討     


















































→  第 6 章
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図 3-2-1 橋脚はり部のひび割れ状況と鉄筋破断(スターラップ)の例 
 
調査対象橋脚 
・大阪松原線 松 P486，松 P490 
・大阪西宮線(神戸西宮線) 西 P5，西 P54，(神 P105 は破断鉄筋の詳細調査のみ) 
調査項目 
・表面変状 ひび割れ幅，橋脚寸法(基線長)の経年変化  
・品質   圧縮強度，静弾性係数，超音波伝播速度，促進膨張量  
・腐食環境 塩化物イオン量，中性化深さ  
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３．２．１ 大阪松原線 松 P486 の事例 
(1) 橋脚の諸元と補修・点検の概要  
松 P486 の諸元を表 3-2-1 および図 3-2-2 に，点検・補修の履歴一覧を表 3-2-2 に
示す．昭和 52 年度に竣工した鉄筋コンクリート製(RC)の T 型はり橋脚であり，上部
工はプレストレストコンクリート(PC)のポストテンション単純桁である．はりの主鉄
筋は D32 であり，スターラップは D16 を 300mm ピッチで配筋している．補修履歴は
昭和 61 年度にエポキシ系の表面保護工による補修を，平成 15 年度にはり部の鋼板巻
き立てによる補強を実施している．点検は定期点検の他，追跡点検を実施しており，
平成 14 年度(竣工から 25 年経過)にコア採取による詳細な点検を実施している．  
 
 









                       図 3-2-2 橋脚構造一般図(松 P486) 
 






(2) 点検結果の概要  
 ひび割れ幅の経年変化を図 3-2-3 に示す．H13 年度までのひび割れ幅の経年変化量
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 超音波伝播速度(各測点の測定値の平均値)の経年変化を図 3-2-4 に示す．S61 年度
(初期値)から H8 年度までは約 4,000 m/s で変化のない状態が続いていたが，H7 年度
以降は低下傾向が確認でき，H13 年度の超音波伝播速度は約 3,900m/s であった．こ
















図 3-2-4 超音波伝播速度の経年変化(松 P486) 
 
コア試験による圧縮強度と静弾性係数の試験結果を表 3-2-3 に，塩分量測定結果を
表 3-2-4 に，コアの採取位置図を図 3-2-5 に示す．試験は H7 年度以降のひび割れ幅
やひび割れ本数の増加，超音波伝播速度の低下傾向など劣化の進行が確認されたこと
を受け，H14 年度に実施しており，竣工から 25 年経過した時点での値である 
 













図 3-2-5  コア採取位置図 
(松 P486) 
 







No.1 28.3 21.1 表面  
No.2 29.0 11.6 内部  
No.3 24.0 10.0 内部  
平均  27.1 14.2  
測定位置  
全塩分測定結果  
Cl- (%) NaCl (%) Cl- (kg/m3)
0～10mm 0.004 0.007 0.09 
10～20mm 0.015 0.025 0.33 
110～120mm 0.010 0.017 0.22 
1290～1300mm 0.010 0.016 0.21 
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コアは 3 本採取し，圧縮強度の平均値が 27.1N/mm2（設計基準強度 27.0 N/mm2），静
弾性係数の平均値が 14.2 kN/mm2 （コンクリート標準示方書設計編 2)に示す圧縮強度
27.0N/mm2 の標準値 26.5kN/mm2）であり，いずれも低下傾向がうかがえる値であった．  
塩化物イオン量は，コンクリート表面から 10mm の範囲で最小値の 0.09 kg/m3，そ
れより内部では 0.33～0.21 kg/m3 であり内部の方が高い値であったが，いずれもコン
クリート標準示方書設計編 2)に示される鋼材腐食発生限界濃度の 1.2 kg/m3 より小さい






コアの促進養生試験結果(JCI-DD2 法による)を表 3-2-5 および図 3-2-6 に示す．全
膨張量（13 週）は表面のコアで 370µ，内部のコアで 205µ と小さく，コンクリートの
膨張は収束に向かっているものと推定された．  
 
表 3-2-5 促進膨張量試験結果(松 P486) (H14 年度) 

























 解放 4 週 残存 9 週 全膨張量 13週  
表面  295 75 370 
内部  165 40 205 
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３．２．２ 大阪松原線 松 P490 の事例 
(1) 橋脚の諸元と補修・点検の概要  
松 P490 の諸元を表 3-2-6，図 3-2-7 に，点検・補修の履歴一覧を表 3-2-7 に示す．
昭和 52 年度に竣工した鉄筋コンクリート製(RC)の T 型はり橋脚であり，上部工はプ
レストレストコンクリート(PC)のポストテンション単純桁である．はりの主鉄筋は
D35 であり，スターラップは D16 を 300mm ピッチで配筋している．補修履歴は平成 3 
年度にポリマーセメント系の表面保護工による補修を，平成 12 年度に亜硝酸リチウム
の含浸による補修を，平成 15 年度にはり部の鋼板巻き立て補強を実施している．点検
は定期点検の他，追跡点検を実施しており，平成 11 年度(竣工から 22 年経過)にコア
採取による詳細な点検を実施している．  
 










                      図 3-2-7 橋脚構造一般図(松 P490) 
 






(2) 点検結果の概要  
ひび割れ幅の経年変化を図 3-2-8 に示す．H10 年度までのひび割れ幅の経年変化量
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 超音波伝播速度(各測点の測定値の平均値)の経年変化を図 3-2-9 に示す．S61 年度
(初期値)は約 4,000 m/s であったが，S63 年度以降に低下傾向が確認でき，H13 年度













図 3-2-9 超音波伝播速度の経年変化(松 P490) 
 
H11 年度(竣工から 22 年経過)に実施したコア試験による圧縮強度，静弾性係数，超
音波伝播速度の試験結果を表 3-2-8 に，塩分量測定結果を表 3-2-9 に，コアの採取位
置図を図 3-2-10 に示す．圧縮強度は，30.3N/mm2～34.9N/mm2（設計基準強度 27.0 
N/mm2）であり，表面と内部の有意な差はなかった．静弾性係数は，17.2 kN/mm2 ～21.1 
kN/mm2（参考値としてコンクリート標準示方書設計編 2)に示す圧縮強度 30.0N/mm2 の
標準値 28kN/mm2）であり，低下がうかがえる値であった．超音波伝播速度は，3,930 m/s
～4,440 m/s であり，図 3-2-9 に示す橋脚はり部の H10.9～H13.12 の値である 3,800 m/s
～3,650 m/s と比較するとコア試験の値のほうが大きい値であった．塩化物イオン量は，
コンクリート表面から 10mm で 0.51 kg/m3，20～40mm で 0.97kg/m3，40～60mm で
0.77kg/m3，平均で 0.75 kg/m3 であり，鋼材腐食発生限界濃度の 1.2 kg/m3 より小さい値






コアの促進養生試験結果(JCI-DD2 法による)を表 3-2-10 および図 3-2-11 に示す．
全膨張量（13 週）は，L-2’コアと L-4 コアで表面の値で差があったが，内部の値は 100µ
程度で差はなく，全体として小さな値であり，コンクリートの膨張は収束に向かって







- 37 - 
 





















図 3-2-10 コア採取位置図 (松 P490) 
 
 


























L-1 表面  34.9 19.2 4,440 
L-1 内部  32.3 17.2 3,930 
L-2’表面  －  －  4,380 
L-2’内部  －  －  4,140 
L-3 表面  30.3 18.7 4,000 
L-3 内部  31.0 21.1 3,970 
L-4 表面  －  －  4,000 
L-4 内部  －  －  4,080 
測定位置  
全塩分測定結果  
Cl- (%) Cl- (kg/m3) 
0～20mm 0.023 0.51 
20～40mm 0.044 0.97 
40～60mm 0.035 0.77 
平均  0.034 0.75 
コア No 解放 4 週 残存 9 週 全膨張量 13 週  
L-2’表面  0 50 50 
L-2’内部  10 85 95 
L-4 表面  100 185 285 
L-4 内部  25 75 100 
注：Cl-(kg/m3)はコンクリートの単位容積重量を
2,200kg/m3 とした場合  
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３．２．３ 大阪西宮線 西 P5 の事例 
(1) 橋脚の諸元と補修・点検の概要  
西 P5 の諸元を表 3-2-11 および図 3-2-12 に，点検・補修の履歴一覧を表 3-2-12 に
示す．昭和 54 年度に竣工したプレストレストコンクリート製(PC)の T 型はりを有す
る橋脚であり，上部工は鋼単純 I 桁である．はりの主鉄筋は D29 であり，スターラッ




化が生じた橋脚として追跡点検を実施しており，平成 11 年度(竣工から 20 年経過)と
平成 15 年度(竣工から 24 年経過)にコア採取による詳細な点検を実施している．  
 











                      図 3-2-12 橋脚構造一般図(西 P5) 
 







(2) 点検結果の概要  
ひび割れ幅の経年変化を図 3-2-13 に示す．最も経年変化量が大きい部位は，柱天端
の神戸面(西側)であり H2 年から H4 年にかけて急激に増加している．特徴的なひび割
れは，柱直上の断面変化部に橋軸直角方向に発生したひび割れであり，最大ひび割れ
幅は 11.0mm であった．H13 年度と H15 年度にはつり調査により鉄筋の状況を確認し
た結果，スターラップ筋の曲げ加工部で破断が 6 本，き裂が 5 本確認されている．そ
の次に経年変化量が大きい部位は，はりの海側であり，ひび割れ幅が 1,500µm 程度ま
で進行しており，山側の 500µm 程度と比較すると 3 倍の値であった．この原因として













































図 3-2-13 ひび割れ幅の経年変化(西 P5) 
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超音波伝播速度(各測点の測定値の平均値)の経年変化を図 3-2-15 に示す．はり中央
の柱部では，H9 年度より H13 年度にかけて 3,900m/s から 3,600m/s 程度まで低下し
た．H13 年度に柱天端で鉄筋破断が確認されており，ひび割れ幅が増加傾向であった












図 3-2-15 超音波伝播速度の経年変化(西 P5) 
 
H11 年度(竣工から 20 年経過)に実施したコア試験による圧縮強度，静弾性係数，超
音波伝播速度の試験結果を表 3-2-13 に，塩分量測定結果を表 3-2-14 に，コアの採取
位置図を図 3-2-16 に示す．圧縮強度は，28.7N/mm2～51.3N/mm2（設計基準強度 35.0 
N/mm2）であり，コア採取場所によりばらつきのある結果であった．静弾性係数は，
12.0kN/mm2 ～19.6kN/mm2（参考値としてコンクリート標準示方書設計編 2)に示す圧縮
強度 30.0N/mm2 の標準値 28kN/mm2）であり，低下がうかがえる値であった．超音波伝
播速度は，3,292 m/s～4,389 m/s の範囲にあったが，圧縮強度と静弾性係数が比較的大
きいコアは超音波伝播速度も高い傾向が確認できた．塩化物イオン量は，1.08 kg/m3
であり，鋼材腐食発生限界濃度の 1.2 kg/m3 より小さい値であった．  
 




















( kN/mm2)  
超音波伝播速度  
（m/s）  
L-1’表面  －  －  3,845 
L-1’内部  －  －  3,887 
L-2 表面  37.9 12.0 3,817 
L-2 内部  44.4 19.5 4,389 
L-3 表面  51.3 19.6 4,362 
L-3 内部  28.7 13.5 3,794 
L-4 表面  －  －  3,292 
L-4 内部  －  －  3,451 
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注：Cl-(kg/m3)はコンクリートの単位容積重量を 2,200kg/m3 とした場合  
 
コアの促進養生試験結果(JCI-DD2 法による)を表 3-2-15 および図 3-2-17 に示す．
全膨張量（13 週）は，L-4 コアの内部の値が 80µ と特に小さいが，他のコアも 265µ
～280µ であり，コンクリートの膨張は収束に向かっているものと推定された．  
 
表 3-2-15 膨張量試験結果(西 P5) (H11 年度) 


















図 3-2-17 促進膨張量試験結果(西 P5) (H11 年度) 
 
H15 年度(竣工から 24 年経過)に実施したコア試験による圧縮強度，静弾性係数の試




N/mm2（参考値としてコンクリート標準示方書設計編 2)に示す圧縮強度 30.0N/mm2 の標
準値 28kN/mm2）であり，コア No.1 については標準値に近い値，コア No.2，No.4 につ
いては低下がうかがえる値であった．塩化物イオン量は，コンクリート表面から 10mm
で 1.53 kg/m3，10～20mm で 1.95kg/m3，90～100mm で 0.62kg/m3，400～410mm で
0.44kg/m3 であり，コンクリートかぶり部分において高い値を示したが，鉄筋位置では
鋼材腐食発生限界濃度の 1.2 kg/m3 より小さい値であった．  
測定位置  
全塩分測定結果  
Cl- (%) Cl- (kg/m3) 
L-3 0.049 1.08 
 解放 4 週 残存 9 週 全膨張量 13 週  
L-1’表面  120 160 280 
L-1’内部  190 85 275 
L-4 表面  120 145 265 
L-4 内部  15 65 80 


















図 3-2-18 コア採取 
位置図(西 P5) 
 








注：Cl-(kg/m3)はコンクリートの単位容積重量を 2,300kg/m3 とした場合  
 
コアの促進養生試験結果(JCI-DD2 法による)を表 3-2-18 および図 3-2-19 に示す．
全膨張量（13 週）は，表面の値が 235µ，内部の値が 105µ であり，コンクリートの膨
張は収束に向かっているものと推定された．  
 
















No.1 41.2 23.2 表面  
No.1 43.9 25.3 内部(1,000mm 付近)
平均  42.6 24.3  
No.2 43.2 16.2 表面  
No.2 46.3 17.5 内部(1,000mm 付近)
No.4 37.3 13.7 表面  
平均  42.3 15.8  
測定位置  
全塩分測定結果  
Cl- (%) NaCl (%) Cl- (kg/m3) 
③0～10mm（表面）  0.067 0.11 1.53 
③10～20mm（中性化奥） 0.085 0.14 1.95 
③90～100mm（鉄筋位置） 0.027 0.044 0.62 
②400～410mm（内部）  0.019 0.032 0.44 
 解放 4 週  残存 9 週  全膨張量 13週
①表面  163 72 235 
①内部  50 55 105 
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３．２．４ 大阪西宮線 西 P54 の事例 
(1) 橋脚の諸元と補修・点検の概要  
西 P54 の諸元を表 3-2-19 および図 3-2-20 に，点検・補修の履歴一覧を表 3-2-20
に示す．昭和 53 年度に竣工したプレストレストコンクリート製(PC)の T 型はり橋脚
で上部工は鋼単純 I 桁である．はりの主鉄筋は D29 であり，スターラップは D16 を
300mm ピッチで配筋している．補修履歴は昭和 55 年度，平成元年度，平成 4 年度に
表面保護工による補修を，平成 15 年度にはり部の炭素繊維シート巻き立てによる補強
を実施している．点検は定期点検の他，追跡点検を実施しており，平成 11 年度(竣工
から 21 年経過)と平成 15 年度(竣工から 25 年経過)にコア採取による詳細点検を実施
している．  











                      図 3-2-20 橋脚構造一般図(西 P54) 






(2) 点検結果の概要  
ひび割れ幅の経年変化を図 3-2-21 に示す．橋脚天端の神戸面では平成 4 年以降に急
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特徴的なひび割れは，柱直上の断面変化部に橋軸直角方向に発生するひび割れと，









































図 3-2-23 超音波伝播速度の経年変化(西 P54) 
はり幅  
柱幅  
- 45 - 
 
H11 年度(竣工から 21 年経過)に実施したコア試験による圧縮強度，静弾性係数，超
音波伝播速度の試験結果を表 3-2-21 に，コアの採取位置図を図 3-2-24 に示す．圧縮
強度は，表面で 26.3N/mm2，内部で 32.3N/mm2（設計基準強度 35.0N/mm2）であり，内
部のほうが大きい結果であった．静弾性係数は，5.3kN/mm2 ～14.6kN/mm2（参考値と
してコンクリート標準示方書設計編 2)に示す圧縮強度 30.0N/mm2 の標準値 28kN/mm2）
であり，表面で低下が著しかった．超音波伝播速度は，3,352 m/s～3,839 m/s の範囲に
あり，圧縮強度と静弾性係数の低下が大きい表面で最も小さい値であった．  
 









図 3-2-24 コア採取位置図(西 P54) 
 
コアの促進養生試験結果(JCI-DD2 法による)を表 3-2-22 および図 3-2-25 に示す．
全膨張量（13 週）は，表面の値が 130µ，内部の値が 330µ であり，コンクリートの膨
張は収束に向かっているものと推定された．  
 








図 3-2-25 促進膨張量試験結果(西 P54)  
(H11 年度) 
 
H15 年度(竣工から 25 年経過)に実施したコア試験による圧縮強度，静弾性係数の試
験結果を表 3-2-23 に，塩分量測定結果を表 3-2-24 に，コアの採取位置図を図 3-2-26
に示す．圧縮強度は，16.8N/mm2～33.1N/mm2（(設計基準強度 35.0N/mm2）であり，コ
ア No.1 の内部で最も小さい値であった．静弾性係数は，9.0kN/mm2 ～26.5kN/mm2（参
考値としてコンクリート標準示方書設計編 2)に示す圧縮強度 30.0N/mm2 の標準値 28k 
N/mm2）であり，コア No.4 が最も小さい値であり，鉄筋破断が確認されたはり天端部
から採取したコアであった．塩化物イオン量は，コンクリート表面から 10mm で 1.20 






( kN/mm2)  
超音波伝播速度
（m/s）  
L-1 表面 26.3 5.3 3,352 
L-1 内部 32.3 14.6 3,596 
L-2 表面 －  －  3,377 
L-2 内部 －  －  3,839 
 解放 4 週  残存 9 週  全膨張量
表面  0 130 130 
内部  60 270 330 
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図 3-2-26 コア採取 
位置図(西 P54) 
 








注：Cl-(kg/m3)はコンクリートの単位容積重量を 2,300kg/m3 とした場合  
 
コアの促進養生試験結果(JCI-DD2 法による)を表 3-2-25 および図 3-2-27 に示す．
全膨張量（13 週）は，表面の値が 0µ，内部の値が-60µ でありコンクリートの膨張は
収束しているものと推定された．  
 
















No.1 33.1 22.6 表面  
No.1 16.8 26.5 内部(1,000mm 付近)
平均  25.0 24.6  
No.2 30.9 14.7 表面  
No.2 33.1 21.1 内部(1,000mm 付近)
No.4 23.7 9.0 表面  
平均  29.2 15.0  
測定位置  
全塩分測定結果  
Cl- (%) NaCl (%) Cl- (kg/m3) 
③0～10mm（表面）  0.052 0.085 1.20 
③10～20mm（中性化奥） 0.061 0.10 1.39 
③90～100mm（鉄筋位置） 0.052 0.085 1.20 
②400～410mm（内部）  0.032 0.053 0.74 
 解放 4 週  残存 9 週  全膨張量
表面  -40 40 0 
内部  -73 13 -60 







表 3-2-26 コンクリートの調査結果一覧 
 













(6) コアの圧縮強度は，PC 橋脚で 23.7～51.3N/mm2 の範囲，RC 橋脚で 24.0～34.9N/mm2
の範囲であり，ばらつきが大きいがいずれも低下傾向がみられ，設計基準強度を
下回るものも確認された． 



























松 P486（RC） H14 24.0～29.0 10.0～21.1 205～370 0.09～0.33 5.0 腐食度③
松 P490（RC） H11 30.3～34.9 17.2～21.1 50～285 051～097 18.0 腐食度③
西 P5（PC）  H11 28.7～51.3 12.0～19.6 80～280 1.08 －  －  
H15 37.3～46.3 13.7～17.5 105～235 0.44～1.95 11.0 腐食度②
西 P54（PC） H11 26.3～32.3 5.3～14.6 130～330 －  －  －  
H15 23.7～33.1 9.0～21.1 0～-60 0.74～1.39 9.0 腐食度③











はり部の主鉄筋およびスターラップであり，表 3-3-1 に明細を示す． 
 
























P486-1 D32 破断  ◎   ◎   ◎   ◎  ○  
P486-19 D32 き裂  ○  ◎   ◎   ◎    
P490-28 D16 破断  ○  ◎   ◎  ◎  ○    
P490-38 D16 破断  ○       ○  ◎  




西 P5-20 D16 き裂  ○   ◎   ◎  ◎    
西 P54-7 D16 き裂  ○     ◎  ○    
西 P54-8 D16 破断  ○   ◎     ◎  ◎  
神 P105-神 7 D22 き裂  ○         
神 P105-神 7' D16 き裂  ◎  ○  ◎  ○  ◎  ◎    
神 P105-大 5 D22 き裂  ○  ◎  ◎  ○  ◎  ◎    
神 P105-大 11 D22 き裂  ◎  ○   ◎    ○  ◎  
神 P105-神 11 D22 き裂  ○  ○   ○      



























 松 P486-1 および松 P490-42 供試材の外観観察結果を図 3-3-1 に示す．曲げ加工部付
近に軽微な腐食が見られ，曲げ外側と比較して曲げ内側の腐食様相が濃く認められた．




























(b) 松 P490-42(D16) 破断鉄筋 
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同一橋脚内における鉄筋の加工状況に着目して，神 P105 を例に，はり部スターラ








































(c) 神 P105-大 11(D22) き裂鉄筋 
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② 磁粉探傷試験 








































神 P105-大 5(D22) 
図 3-3-3 極間法による磁粉探傷試験結果 
 
曲げ内側 曲げ外側  
曲げ内側 曲げ外側  
曲げ内側 曲げ外側  





試材もJIS G 3112 鉄筋コンクリート用棒鋼のSD295Aまたは  SD295Bに相当すると推
定され，すべて規格値の範囲内であった．  
 
表 3-3-2 化学成分分析結果 (mass%) 
 
さらに，阪神高速道路以外の構造物から採取した破断鉄筋および 1980 年代の鉄筋の
化学成分を表 3-3-3 に示す． 
 
表 3-3-3 化学成分分析結果 (mass%) 
 
 
 C Si Mn P S Cu Ni Cr Mo Al N 
松P486-1 D32 0.30 0.22 0.82 0.037 0.012 0.39 0.10 0.15 0.02 0.004 0.0136
松P490-42 D16 0.29 0.17 0.70 0.036 0.022 0.27 0.12 0.16 0.03 0.004 0.0098
神P105-大5 D22 0.22 0.39 0.88 0.025 0.032 0.21 0.13 0.21 0.04 0.005 0.0094
神P105-神7' D16 0.29 0.24 0.76 0.026 0.040 0.44 0.11 0.09 0.02 0.004 0.0090
西P5-20 D16 0.27 0.27 0.82 0.024 0.040 0.29 0.11 0.11 0.02 0.005 0.0117
西P54-8 D16 0.26 0.21 0.67 0.028 0.030 0.27 0.12 0.13 0.03 0.005 0.0122
平均値  0.27 0.25 0.77 0.029 0.029 0.31 0.11 0.14 0.02 0.004 0.0109
JIS G 3112 
SD295A 





－  －  －  －  －  －  












－  －  －  －  －  －  












－  －  －  －  －  －  
 C Si Mn P S Cu Ni Cr Mo Al N 
阪神高速道路平均値  0.27 0.25 0.77 0.029 0.029 0.31 0.11 0.14 0.02 0.004 0.0109
能登有料道路D164) 0.25 0.28 0.75 0.012 0.018 0.35 0.11 0.12 0.02 0.004 0.0094
能登有料道路D324) 0.28 0.18 0.73 0.018 0.026 0.45 0.10 0.18 0.01 0.002 0.0103
1980年代電炉鉄筋5) 0.25 0.18 0.90 0.028 0.032 0.31 0.08 0.14 －  －  0.0109
1980年代高炉鉄筋5) 0.25 0.29 1.39 0.029 0.025 0.01 0.02 0.03 －  －  0.0042
JIS G 3112 
SD295A 





－  －  －  －  －  －  












－  －  －  －  －  －  
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   松 P486-19(D32)r＝56mm     松 P490-28(D16)r=27mm   神 P105-大 11(D22) r=27mm 




表 3-3-4 曲げ半径測定結果 
供試材の記号  サイズ  公称直径 曲げ半径  JIS G 3112 
松P486-19 D32 31.8mm 56mm 1.8d 曲げ角度 180 度  
公称直径の 2 倍以上  神 P105-大 11 D22 22.2mm 27mm 1.2d 
松P490-28 D16 15.9mm 27mm＊１ 1.7d 
曲げ角度 180 度  
公称直径の 1.5 倍以上





状に大きな違いがあり，松P490(D16)ではφ1.1 mmとφ1.8mm (現行市販品D16 A社
8.1mm，B社9mm)，神P105（D22)ではφ5.7 mmとφ6.6mm (現行市販品D22 C社14.8mm，
D社15.7mm)であり，現行市販品と比べると小さい値となっていた．  
＊1  JIS G 3112 の寸法規定  （D16 の場合）：節の平均間隔の最大値：11.1mm 節の高さ：0.7mm～1.4mm 

































現行市販品（B 社）(D16)                 現行市販品（D 社）(D22) 
 
図 3-3-5 節形状測定結果(損傷鉄筋および現行市販品）  
 
(単位:mm)




測定結果を図 3-3-7～図 3-3-9 に示す．曲げ加工部のビッカース硬さは，曲げ内側と
曲げ外側は中心部と比較して 50HV10，直線部と比較して 90 HV10 程度高くなり，加









































































曲げ内側き裂入口（き裂深さ：9.10mm）   き裂入口拡大（入口がずれていること 












き裂先端                             き裂先端拡大 
図 3-3-11 組織観察結果 
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2) 神戸線 





できた．き裂の入口は約150μm 開いているのが観察  
でき，き裂の先端は鈍化の状態で停止していた．  




















曲げ内側き裂入口(き裂深さ：5.96 ㎜）        き裂入口拡大  












き裂先端                             き裂先端拡大 
図 3-3-13 組織観察結果 
- 58 - 
 







































き裂先端                              き裂先端拡大 
(結晶粒内をき裂が進展している) 
図 3-3-15 組織観察結果 
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き裂先端                           き裂先端拡大 
(結晶粒内をき裂が進展している) 
図 3-3-17 組織観察結果 
 
  































































































































































































































































































図 3-3-34 起点部より約 12mm 内側の破面   図 3-3-35 シャーリップ部分の破面 
 
鉄筋表面 


























































































































                                       ④部拡大写真 
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領域が観察されたものは 6 例中 1 例だけであること． 
⑤ 最終破壊部のシャーリップは狭い領域に限定され，その部分ではディンプルが観
察されること．  















(a) 擬へき開・へき開破面支配型    (b) 擬へき開・へき開破面 
＋帯状ディンプル破面領域介在型 
                    (神 P105-神 17(D22) 1 例のみ) 
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⑧ 表面 EPMA 定性分析 



























神 P105-大 11                        西 P54-8 









(3) 化学成分は Cu，Ni，Cr，N の量が高炉鉄筋と比較すると多いことが特徴である． 




- 71 - 
 
(6) 曲げ加工部では加工硬化が確認され，曲げ内側と曲げ外側は中心部と比較して
50HV10 程度，直線部と比較して 90HV10 程度の硬度上昇が確認できた．  
(7) 破面は平坦で塑性変形はほとんど見られず，ぜい性破壊の様相である擬へき開割
れとへき開割れが支配的であった．  
(8) へき開破面中にディンプル破面の領域が観察されたものは 6 例中 1 例であった．  


















破面中におけるディンプル破面の領域が観察されたものは 1 例のみであった． 






2) (社)土木学会：2007 年制定  コンクリート標準示方書  設計編，p.119，p.44，2007 

















































図 4-2-1 曲げ加工用ベンダーの構造概要 5) 
 
(2) 供試材 
供試材は，JIS G 3112 SD295A の電炉鉄筋 D16(降伏点 342N/mm2，引張強さ 504N/mm2)
と，JIS G 3112 SD345 の高炉鉄筋 D19(降伏点 400N/mm2，引張強さ 573N/mm2)の 2 種
類とした．高炉鉄筋は高強度鉄筋または太径の鉄筋の製造が主流であることから，比
較的低強度で細径の入手可能なものとして，SD345(D19)を選定した．節の形状を図
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4-2-2，図 4-2-3 に示す．節の形状は電炉鉄筋が一般的な竹節状，高炉鉄筋は波節状で












(a) 電炉鉄筋 SD295A(D16)               (b) 高炉鉄筋 SD345(D19) 














げ半径は，電炉鉄筋では 1.0d，1.5d，1.9d，2.5d  (d＝鉄筋の呼び径)の 4 種類，高炉






曲げ加工後の外観を図 4-2-4 に示す．曲げ半径 1.0d では，曲げ内側の節が完全につ
ぶれており，節の変形は 4 箇所であった．曲げ半径 1.5d では，節はつぶれているが，
1.0d と比較すると節の付根部分の形状が残っており，節の変形は 6 箇所であった．曲







































(c) 曲げ半径 1.9d                      (d) 曲げ半径 2.5d 
図 4-2-4 曲げ加工後の外観 
 
2) 光学顕微鏡による縦断面観察 
曲げ加工後の供試材の縦断面観察写真を図 4-2-5 に示す．曲げ半径 1.0d では，曲げ
内側中央付近の節が完全につぶれており，節の付根付近を 40 倍に拡大して確認すると






































(c) 曲げ半径 1.9d                       (d) 曲げ半径 2.5d 
図 4-2-5 曲げ加工後の供試材の縦断面観察写真 
 
3) 組織観察 










































(a) 曲げ半径 1.0d                      (b) 曲げ半径 2.5d 

























































































曲げ半径 2.0d の縦断面観察結果を図 4-2-9，図 4-2-10 に示す．曲げ加工により節
がつぶれているが，曲げ半径 1.0d と比較すると形状は概ね保たれていた．節の付根の
曲率が比較的小さい鉄筋のため，節③の付根にき裂が生じた．現行市販の鉄筋でも節
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節の付根部を巻き込むように湾曲した組織が観察されたが，図 4-2-7(c)に示す曲げ
























を図 4-2-11 に，計測結果を表 4-2-1 と図 4-2-12 に示す．直線部と曲げ加工部は，3
本の供試材の平均値を，き裂の近傍は 5 点の計測値の平均値を示す．直線部(加工なし)
では 164～174HV10 であった．曲げ加工部では，曲げ半径 1.0d において，曲げ内側で
257 HV10，曲げ外側で 249HV10，曲げ半径 2.0d では，曲げ内側，曲げ外側ともに
237HV10 であった．直線部では 170HV10 前後であるのに対して，曲げ加工部では 240
～250HV10 程度となり，70～80HV10 程度の硬さの上昇が認められた．き裂の近傍で










曲げ加工部  直線部      き裂の近傍(曲げ半径1.0d) き裂の近傍(曲げ半径2.0d) 
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図 4-2-12 ビッカース硬さ測定結果 
 
SAE(Society of Automotive Engineers)規格の SAE J 417 による鋼のビッカース硬さに
対する近似的換算値 6)による引張強さの近似値は，曲げ加工部の内側および外側で 765









④ ビッカース硬さは，直線部と比較して曲げ加工部では 70～80HV10 程度の硬さの上
昇が認められた．節の付根付近のき裂近傍では，曲げ半径 1.0d で 329 HV10，曲げ
半径 2.0d で 291 HV10 となり，さらに硬さの上昇が認められた．  
⑤ ビッカース硬さに対する引張強さの近似的換算値は，曲げ加工部で 765～795N/mm2
















直線部  －  167 174 164 165 169 
曲げ  
加工部  
1.0d  329 257 236 186 239 249 



























































開発された試験法(ASTM E1820)であり，日本でも JSME S001-1992 として制定されて
いる試験法である．この試験法は，小形試験片における安定なき裂の発生をじん性評
価の対象にしていることから，本章では，鉄筋の材料特性や採取可能な試験片の形状
を勘案して JⅠC 試験を用いることとした．  
(2) 供試材 
供試材は，1972 年に竣工した道路橋の鉄筋コンクリート製の T 形橋脚のはり部に
おいて，破断が生じていた D32 の主鉄筋(以下，破断鉄筋という)を採取した．この橋
脚はアルカリ骨材反応による劣化が生じ，1980 年と 1983 年にひび割れ樹脂注入およ
び表面保護工，1994 年にエポキシ樹脂系塗料による表面保護工が施されていたが，
2007 年に実施した点検で顕著なひび割れが確認されたことから，かぶり部分のはつり




4-3-2 に示す．材料比較のために現行市販品の JIS G 3112 SD345 D32 の鉄筋(以下，現
行鉄筋という)も供試材とした．現行鉄筋の供試材を図 4-3-3 に示す．  
供試材の化学成分分析結果を表 4-3-1 に示す．JIS G 3112 鉄筋コンクリート用棒鋼
に規定される化学成分値と比較すると，供試材はいずれも SD345 および SD295A の化






























C Si Mn P S Cu Ni Cr Mo Al N 
供試材(破断鉄筋) 0.23 0.21 1.21 0.020 0.021 0.21 0.14 0.14 0.02 0.05 0.0096
供試材(現行鉄筋) 0.27 0.20 0.97 0.030 0.036 0.29 0.10 0.25 0.02 0.002 0.0013












－  －  －     
JIS G 3112 





－  －  －     
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供試材からJIS 14A号試験片(平行部φ10mm)を切り出し，JIS G 3112の機械的性質と




 平行部径  降伏点  引張強さ  ヤング率 破断伸び  絞り  
（mm）  （MPa）  （MPa）  （GPa） （%）  （%）  
供試材(破断鉄筋) 10.0 355 617 213 30 59 
供試材(現行鉄筋) 10.02 430 630 217 29 61.1 
JIS G 3112 
SD345 －  345～440 490以上  －  19以上  －  
JIS G 3112 




































































































































































(c)予ひずみ 9.3%           (d)予ひずみ 17.5% 
図4-3-9 ビッカース硬さ試験計測位置  
 
 

































図4-3-11 破断鉄筋ビッカース硬さ分布  図4-3-12 現行鉄筋ビッカース硬さ分布 
 













































































(a) 曲げ角度90°，曲げ内半径1d      (b) 曲げ角度90°，曲げ内半径2d 

















































































(a) 破断鉄筋            (b) 現行鉄筋              (c) 現行鉄筋 




50µm 50µm 50µm 
軸方向 


































































(単位:mm)                                (単位:mm) 
図4-3-20 試験片の採取イメージ          図4-3-21 試験片の寸法 
 


















破断鉄筋  15-1 170相当  0% 0% 





曲げ加工部中心  破断鉄筋  19-1 200相当  引張5% 引張5% 
中心より1/4d外側  破断鉄筋  16-1 230相当  引張10% 引張9.3% 





中心より1/4d内側  現行鉄筋  G2 230相当  圧縮10% 圧縮10% 
曲げ加工部内側  現行鉄筋  G6 250相当  圧縮20% 圧縮20% 
中心より1/4d内側  破断鉄筋  18-7 230相当  圧縮10% 圧縮10% 
曲げ加工部内側  破断鉄筋  13-2-4 250相当  圧縮20% 圧縮20.8% 

















































図 4-3-23 JⅠC試験の概要図 9) 
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PlJEKJ +−= )1( 22 ν  ・・・ 式 4-3-1 
ここで，   
  )()( 0bBAJ NPlPl ・・η=  
Wb・0522.02 +=η  
K  ：ASTM E-399 による K 値                       (MPa・m1/2) 
ν  ：ポアソン比  
E  ：ヤング率                                     (GPa) 
APl ：荷重－開口変位曲線下の塑性成分エネルギー     (N－mm) 
BN  ：試験片正味厚さ                               (mm) 
b0  ：リガメント長さ  (W－a)                      (mm) 
W  ：試験片幅                                     (mm)               
a  ：予き裂長さ                                   (mm) 
である．  
 
CT 試験片における ASTM E－399 の K 値算出は式 4-3-2 を用いた．  
 
( ) )/(1/2 WafWBPK QQ ・・=  ・・・ 式 4-3-2 
ここで，   
( ) [ ] 2/3432 )/1()/(6.5)/(72.14)/(32.13/64.4886.0()/2(/ WaWaWaWaWaWaWaf −−+−++=
      P ：  荷重（本章では KQの算出に PQを用いている）  （kN）  
B ：  試験片厚さ                                   (mm) 
BN：  試験片正味厚さ                               (mm) 
a ：  予き裂長さ                                   (mm) 
W ：  試験片幅                                    (mm) 
である．  
 
)J(25 flowQ σ≧B  ・・・ 式 4-3-3 
)J(25 flowQ0 σ≧b  ・・・ 式 4-3-4 
  ここで 
  2)( 2.0 Bflow σσσ +=  
σ0.2 ：0.2%耐力  
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(6) 試験結果 
① 予ひずみ0% (破断鉄筋(15-1) ，現行鉄筋(G-8)) 
予ひずみ 0% の試験片の荷重と開口変位の関係を図 4-3-24 に，J 積分とき裂進展長
さ(Δa)の関係を図 4-3-25 に，試験片の破面観察写真を図 4-3-31 に示す．  
破断鉄筋(15-1)は，開口変位約 0.5mm が確認された後，不安定破壊（ぜい性破面）
に移行したため，不安定破壊発生時の J 値を求めて破壊じん性値 Jc とした．破面は起
点部 A の領域で疲労予き裂から 100µm 程度の間でディンプル破面が確認され，その後







が確認され，終点部 C の領域はディンプル破面が確認された．  
② 引張予ひずみ 5%(19-1)，9.3%(16-1)，17.5%(14-1)  (すべて破断鉄筋) 
各試験片の荷重と開口変位の関係および J 積分とき裂進展長さ(Δa)の関係を図
4-3-26，図 4-3-27，図 4-3-28 に，試験片の破面観察写真を図 4-3-32，図 4-3-33 に示
す．引張予ひずみ 5%，9.3%，17.5%のいずれの試験片も安定延性き裂は発生せず，不
安定破壊（ぜい性破面）が生じたため，不安定破壊発生時の J 値を求めて破壊じん性
値 Jc とした．破面は起点部 A の領域において，疲労予き裂の先端から直接擬へき開
破面が続き，終点部 C の領域はディンプル破面が確認された． 




じん性値 Jc とした．破面は起点部 A の領域において疲労予き裂の先端から直接擬へ
き開破面が続き，終点部 C の領域はディンプル破面が確認された． 




であるかを確認するために，ASTM E399 の KIc 試験における平面ひずみ条件との適合
を確認したが満足しなかった．しかし，規格要求板厚との差異はわずかであったこと
から，平面ひずみ破壊じん性値 KIc に近い値が得られたものと考えられる．  
破面は起点部 A の領域において疲労予き裂の先端から直接擬へき開破面が続き，終
点部 C の領域はディンプル破面が確認された． 
各試験片の試験結果一覧を表 4-3-4 に示す．予ひずみを導入した試験片では，安定
延性き裂を伴っていないため，Jc 値を用いて不安定破壊を想定した破壊じん性値であ
る Kc(J)として整理した．算出方法は破壊発生時の J 値を Jc 値とし，KC(J) = (JC・E )1/2
の関係で K 値に換算した．また，今回の結果を用いて KIc 試験として整理した結果を
表 4-3-5 に示す．なお，平面ひずみ条件との適合を確認したが，すべて満足しなかっ
た．  











(a) 破断鉄筋(15-1)                (b) 現行鉄筋(G-8)  












(a) 破断鉄筋(15-1)                (b) 現行鉄筋(G-8) 












(a) 荷重と開口変位の関係       (b) J 積分－き裂進展長さ(Δa)の関係  
















































(a) 荷重と開口変位の関係       (b) J 積分－き裂進展長さ(Δa)の関係  




















(a) 破断鉄筋(18-7)                  (b) 現行鉄筋(G-2)  










(a) 破断鉄筋(13-2-4)                  (b) 現行鉄筋(G-6)  

























































               (b) 現行鉄筋(G-8)  



















































(b) 破断鉄筋(16-1) （引張予ひずみ 9.3%） 
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表 4-3-4 JⅠC，Jc 試験結果一覧 
 
鉄  筋  種  別  現行鉄筋  破断鉄筋  
 予  ひ  ず  み  
なし  圧縮  なし 圧縮  引張  
0% 10% 20% 0% 10% 20.8% 5% 9.3% 17.5%
試  験  片  記  号  G-8 G-2 G-6 15-1 18-7 13-2-4 19-1 16-1 14-1 
試験片厚さ  B mm 8.80 8.84 8.81 8.80 8.85 8.81 8.80 8.80 8.80 
試験片正味厚さ  BN mm 7.04 7.03 7.04 7.02 7.06 7.01 7.01 7.01 7.02 
試験片幅  W mm 17.5 17.5 17.5 17.5 17.5 17.5 17.5 17.5 17.5 
機械切欠長さ  M mm 7.01 6.99 7.01 7.07 6.98 6.99 7.05 7.05 7.03 
疲労き裂長さ
mm 
afmin. 最小値  1.71 1.83 1.75 2.03 1.83 1.67 2.11 2.09 2.01 
afmax. 最大値  2.04 2.15 2.14 2.33 2.06 2.24 2.28 2.24 2.23 
af 平均値  1.95 2.01 2.04 2.23 2.04 2.14 2.21 2.19 2.17 
初期き裂長さ  a0 mm 8.96 9.00 9.05 9.30 9.02 9.13 9.26 9.24 9.20 
初期ﾘｶﾞﾒﾝﾄ長さ  b0＝W- a0 mm 8.54 8.49 8.45 8.20 8.46 8.37 8.24 8.26 8.30 
試験温度   ℃  20 20 20 20 20 20 20 20 20 
ビッカース硬度  HV10  163 230 251 173 226 249 209 221 272 
有効降伏点 1) σflow1) MPa 530 748 816 486 635 700 587 621 764 
ヤング率  E GPa 217 217 217 213 213 213 213 213 213 
ポアソン比  ν  0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 
Jc 値  Jc kJ／m2 －  15.6 5.9 123.5 20.3 4.1 50.5 26.6 17.5 
JQ 値  JQ kJ／m2 200 －  －  －  －  －  －  －  －  
dJ／da dJ/da MJ／m3 362 －  －  －  －  －  －  －  －  
延性き裂進展量  Δa mm 2.54 －  －  －  －  －  －  －  －  
B ≧25(JQ ／σflow) 9.43/NG －  －  －  －  －  －  －  －  
b0 ≧25(JQ ／σflow) 9.43/NG －  －  －  －  －  －  －  －  
dJ／da＜σflow 362/OK －  －  －  －  －  －  －  －  
Kc(J)値 2) Kc(J） MPa・m1/2 －  58.3 35.8 162.2 65.8 29.6 103.7 75.3 61.1 
K(JQ)値 3) K(JQ） MPa・m1/2 218.4 －  －  －  －  －  －  －  －  
1）σflow = (σ0.2 +σB) / 2 
予ひずみ供試材の σB および σ0.2 は σ=σ0.2 (予ひずみ 0％)×（予ひずみ供試材硬度／
予ひずみ 0％の硬度）として求めた．  
2）KC(J) = (JC・E )1/2 













1）a = M + ( af1 + af2 + af3 ) / 3 










 鉄  筋  種  別  現行鉄筋  破断鉄筋  
 予  ひ  ず  み  
圧縮  なし 圧縮  引張  
10% 20% 0% 10% 20.8% 5% 9.3% 17.5%
試  験  片  記  号  G-2 G-6 15-1 18-7 13-2-4 19-1 16-1 14-1 
試験片厚さ  B mm 8.84 8.81 8.80 8.85 8.81 8.80 8.80 8.80 
試験片正味厚さ  BN mm 7.03 7.04 7.02 7.06 7.01 7.01 7.01 7.02 
試験片幅  W mm 17.5 17.5 17.5 17.5 17.5 17.5 17.5 17.5 
0.2%耐力  σ 0.2 MPa 607 662 355 464 511 429 453 558 
PQ 荷重  kN 4.39 3.66 2.65 4.10 2.94 3.04 3.57 3.88 
最大荷重  Pmax kN 5.65 3.66 5.97 6.09 2.94 6.29 5.87 5.52 
機械切欠長さ  M mm 6.99 7.01 7.07 6.98 6.99 7.05 7.05 7.03 
疲労き裂長さ  
mm 
0/4・B af0 1.83 1.91 2.03 1.94 1.99 2.11 2.09 2.01 
1/4・B af1 2.03 2.07 2.23 2.01 2.15 2.21 2.24 2.13 
2/4・B af2 2.13 2.14 2.33 2.04 2.24 2.26 2.19 2.18 
3/4・B af3 2.09 2.02 2.26 2.05 2.03 2.21 2.19 2.21 
4/4・B af4 1.97 1.75 2.13 1.83 1.67 2.13 2.14 2.23 
最小値  afmin. 1.75 1.75 2.03 1.67 1.67 2.11 2.09 2.01 
最大値  afmax. 2.14 2.14 2.33 2.24 2.24 2.28 2.24 2.23 
き裂長さ  a1) mm 9.07 9.09 9.34 9.01 9.13 9.28 9.26 9.20 
係数  f(a/w) 10.24 10.26 10.76 10.13 10.34 10.63 10.59 10.48
KQ 値  MPa・m1/2 43.1 36.0 27.4 39.8 29.2 31.1 36.4 39.1 
Pmax/PQ ≦1.1 
1.29 1.00 2.25 1.49 1.00 2.07  1.64  1.42 
NO OK NO NO OK NO NO NO 
B≧2.5(KQ/σ0.2)2 
12.6 7.4 14.9 18.3 8.2 13.1  16.1  12.3 
 NO  NO  NO  NO  NO  NO  NO  NO 
a≧2.5(KQ/σ0.2)2 
12.6 7.4 14.9 18.3 8.2 13.1  16.1  12.3 
NO OK NO NO OK NO NO NO 
KⅠ c 値  MPa・m1/2 －  －  －  －  －  －  －  －  
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(7) 破壊じん性値と予ひずみ量の関係 
破壊じん性値と予ひずみ量の関係を調べるために，破壊特性値 KC と JC の間にはモ
ードⅠのもとでは式 4-3-5 の関係が成立すること 8)を用いて，J 値を K 値に換算して
評価した．換算方法については式 4-3-6 を用いた．  
EKJ cc ′= 2   ・・・式 4-3-5 
2/1)'( EJK cc ・=  ・・・式 4-3-6 
ここで ='E   )1( 2ν−E      (平面ひずみ) 
        E              (平面応力) 
        
予ひずみ 0％の現行鉄筋については，平面ひずみ条件下での破壊じん性値 JIc が得ら
れていることから，E’＝E／（1－ν2）を用い，J＝JIc として換算した．  
圧縮予ひずみ 20％の破断鉄筋，現行鉄筋に関しては，ほぼ KⅠc とみなせる値が得ら
れたため，その値で評価を行い，その他については平面ひずみ条件下での破壊ではな













































































適用して求める．片側き裂を有する丸鋼を図 4-3-38 に示す．  
① 曲げを受ける表面き裂付き丸棒の K 値  
 曲げを受ける丸棒の K 値は、式 4-3-710)，11)で与えられる．  
{ } { }[ ]32322 )(/81.2/35.1)(/663.0/44.4)/36.0/37.2(12.1 aDRDaDRDaRDaK ・・ −++++−= πσ
 
・・・ 式 4-3-7 
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② 表面き裂寸法と曲げ(引張)応力の関係  
ぜい性破壊発生条件は式 4-3-8 で与えられる．  
      Ｋ＝Ｋ Ic   ・・・式 4-3-8 
式4-3-8の左辺に式4-3-7を，右辺に破断鉄筋と現行鉄筋の破壊じん性値を代入し，
D を 32mm、簡単のため R＝∞として表面き裂深さ a と曲げ(引張)応力 σ の関係を求め




















例えば，深さ 2 ㎜の表面き裂が 20％圧縮予ひずみを受ける部位に存在すると，破断











































































6) (財)日本規格協会：JIS ハンドブック  鉄鋼Ⅰ，pp.1951-1953, 2009 






度評価，鉄と鋼，第 68 年(1982)第 13 号，pp1830-1838 
11) (社)日本材料学会破壊力学部門委員会，Stress Intensity Factors Handbook Vol.2，
(社)日本材料学会  & Elsevier Science Ltd.，pp666 
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本章の FEM 解析における共通の検討条件を以下に示す． 
(1) 使用材料 
曲げ加工の解析で使用する鉄筋は，JIS G 3112 SD295A(D16)とし，節形状は実橋で
破断していた鉄筋(以下，破断鉄筋という)と現行市販鉄筋(以下，現行鉄筋という)の
2 種類をモデル化した．破断鉄筋は現行鉄筋と比較して節付根の曲率半径が小さいこ











     節付根の曲率半径：R=0.6mm        節付根の曲率半径：R=4.5mm 
(a)破断鉄筋            (b) 現行鉄筋 
図 5-2-1 鉄筋の節形状と解析モデル 


















図 5-2-2 真応力－真ひずみ曲線 
 
(3) 解析方法 
鉄筋のモデル化は，3 次元ソリッド 6 面体要素により曲げ加工中心からの対称モデ
ルとし，要素数は 22,928 とした．ベンダーの支点ローラー部，曲げ半径を決定する金
型 R 部は剛体要素とし，鉄筋と工具との摩擦係数は 0.1 を用いた．解析手法は弾塑性
有限要素法解析とし，解析プログラムは ABAQUS/STANDARD Ver6.5.3 を使用した．  
曲げ加工のモードは曲げ加工用ベンダーでの曲げを模擬することとし，鉄筋の曲げ













































ケースとした．ただし，丸鋼(節無し鉄筋)については曲げ半径 1.1d，2.0d の 2 ケース
とした．鉄筋の曲げ角度は 90°で解析した．解析ケースを表 5-2-1 に示す．  
 

















相当塑性ひずみ分布を図 5-2-4，図 5-2-5 に示す．曲げ内側と外側に同程度のひず
みが発生しており，ひずみの集中は見られない．最大相当塑性ひずみは CASE-1(1.1d)











図 5-2-4 相当塑性ひずみ分布図(CASE-1)  図 5-2-5 相当塑性ひずみ分布図(CASE-2) 
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② 現行鉄筋の解析結果 
各解析ケースの相当塑性ひずみ分布を図 5-2-6～図 5-2-9 に示す．図中に示す節の
部分について比較すると，図 5-2-6 に示す CASE-3(1.1d)では，節の付根付近の最大相
当塑性ひずみは 1.27 で最も大きかった．曲げ半径が大きくなるにしたがって最大相当
塑性ひずみが小さくなり，図 5-2-7 に示す CASE-4(1.5d)では 0.91，図 5-2-8 に示す






















図 5-2-8 相当塑性ひずみ分布(CASE-5)   図 5-2-9 相当塑性ひずみ分布(CASE-6) 
 
③ 破断鉄筋の解析結果 
各解析ケースの相当塑性ひずみ分布を図 5-2-10～図 5-2-13 に示す．現行鉄筋の解
析結果と比較すると節の付根付近のひずみの集中が大きいことがわかる．図中に示す
節の部分について各ケースを比較すると，図 5-2-10 に示す CASE-7(1.1d)では，節の
付根付近の最大相当塑性ひずみは 1.56 で最も大きかった．曲げ半径が大きくなるにし
たがって最大相当塑性ひずみが小さくなり，図 5-2-11に示す CASE-8(1.5d)では 1.34，










節  節  






















図 5-2-12 相当塑性ひずみ分布(CASE-9)    図 5-2-13相当塑性ひずみ分布(CASE-10) 
 
④ 相当塑性ひずみと曲げ半径の関係  
各鉄筋の最大相当塑性ひずみと曲げ半径との関係を表5-2-2および図5-2-14に示す．
現行鉄筋の曲げ加工実験(第 4 章 4.2 鉄筋の曲げ加工実験参照)では，1.0d でき裂が発
生し，1.5d で発生しなかった．1.0d 曲げのき裂発生位置は，解析で最大相当塑性ひず
みが発生している位置と一致していた．また，1.5d 曲げの実験ではき裂が生じていな
いことから，当該検討で使用した現行鉄筋のき裂発生限界は 1.0d と 1.5d の間に存在
すると考えられる．相当塑性ひずみが 1.0 以上の場合にき裂が発生すると仮定すると，
破断鉄筋の場合，現行の曲げ半径の基準である 2.0d 曲げの場合でも 1.24 の相当塑性
ひずみを示すことから，き裂発生の可能性が考えられる．現行鉄筋の場合では，1.5d
では 0.91 の相当塑性ひずみとなり，き裂発生の可能性は低くいと考えられる．現行の




表 5-2-2 曲げ半径と最大相当塑性ひずみの関係  
曲げ半径  丸鋼(節無し鉄筋) 現行鉄筋  破断鉄筋  
1.1d 0.54 1.27 1.56 
1.5d －  0.91 1.34 
2.0d 0.28 0.89 1.24 
2.3d －  0.88 1.21 
節  
節  
節  節  








































鉄筋は現行鉄筋の D16 を用いて，曲げ半径は 1.1d(d=呼び径)とし，鉄筋の曲げ加工
用ベンダーでの曲げを模擬することとした．また，曲げ加工による鉄筋の拘束を除い
















































- 113 - 
 
(3) 解析結果  
① 相当塑性ひずみ分布 
曲げ加工終了時と除荷後では，相当塑性ひずみ分布に顕著な変化は無かった．除荷


























断面①  断面②  断面③   断面④ 
図 5-2-16 鉄筋各断面における 
         相当塑性ひずみ分布（除荷後）   図 5-2-17 相当塑性ひずみ分布（除荷後） 
 
② 鉄筋軸方向応力の分布 
曲げ加工終了時の鉄筋軸方向応力の分布を図 5-2-18～図 5-2-20 に示す．鉄筋断面
中心部から曲げ内側にかけて圧縮応力が 400N/mm2から 100N/mm2 の範囲で発生してお
り，曲げ外側にかけて引張応力が 150N/mm2 から 300N/mm2 の範囲で発生している． 








































① 節  
節  
節  


























断面①    断面②     断面③    断面④ 














































































断面①    断面②     断面③     断面④ 





































































鉄筋は破断鉄筋の D16 を用いて，曲げ半径は 1.1d(d=呼び径)とし，鉄筋の曲げ加工
用ベンダーでの曲げを模擬することとした．また，曲げ加工による鉄筋の拘束を除い
たときに回復する弾性ひずみ，いわゆるスプリングバック 6) の現象を考慮した．  
曲げ加工条件の組み合わせは，下記の 6 条件とした．  
①  曲げ加工半径 1.0d －  曲げ角度 45° 
②     〃     －  曲げ角度 90° 
③     〃     －  曲げ角度 135° 
④  曲げ加工半径 2.0d －  曲げ角度 45° 
⑤     〃     －  曲げ角度 90° 




を目的としたことから，図 5-2-24 に示すように，簡易的に S11，S22 方向の応力（引
張・圧縮）を算出し，曲げ半径と曲げ角度の違いによる応力分布を検討した．ここで，
曲げ加工前の鉄筋軸方向(鉄筋加工用ベンダーの固定治具側)を S11 方向，軸直角方向












































げ半径の影響を見ると，1d 曲げと 2d 曲げの比較において，曲げ外側の差よりも曲げ
内側の差のほうが大きいことが各断面に共通していえる．  
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(c) 断面③                              (c) 断面③ 
図5-2-25 相当塑性ひずみ分布 (1d曲げ)    図 5-2-26 相当塑性ひずみ分布(2d曲げ)             
 1d 曲げ加工  2d 曲げ加工  
 45° 90° 135° 45° 90° 135° 
断面①  
外側  0.33 0.33 0.33 0.25 0.25 0.25 
中心  0.06 0.06 0.06 0.02 0.02 0.02 
内側  1.37 1.37 1.37 1.03 1.03 1.03 
断面②  
外側  1.56 1.61 1.99 1.49 1.87 1.89 
中心  0.09 0.10 0.10 0.04 0.04 0.04 
内側  1.40 1.39 1.40 1.15 1.15 1.16 
断面③  
外側  －  1.98 2.03 1.83 1.87 1.14 
中心  －  0.08 0.08 0.04 0.04 0.05 












げ角度において，表 5-2-5 に示す解析断面と応力の方向で比較検討することとした． 
1) 曲げ加工終了時の応力 
解析結果を表 5-2-6，図 5-2-27，図 5-2-28 に示す．曲げ内側に圧縮応力，曲げ外側
に引張応力が発生した．曲げ半径に着目すると，曲げ内側で 1d 曲げのほうが 2d 曲げ
よりも大きな応力が発生した．曲げ角度に着目すると，1d 曲げでは 45°の内側表層部
で 1,000N/mm2 程度，2d 曲げでは 90°内側表層部で 800N/mm2 程度の高い圧縮応力が





解析結果を表 5-2-6，図 5-2-29，図 5-2-30 に示す．スプリングバックの影響により，
曲げ内側に引張残留応力が発生した．曲げ半径に着目すると，1d 曲げのほうが 2d 曲
げよりも大きな引張残留応力が発生した．曲げ角度に着目すると，90°曲げのときに
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変化した．曲げ半径に着目すると，1d 曲げのほうが 2d 曲げよりも大きな引張残
留応力が発生した．引張残留応力により初期き裂の発生や進展も考えられ，鉄筋
破断の要因のひとつと考えることができる．  
曲げ半径  曲げ角度  応力方向
曲げ加工終了時  除荷後  
曲げ内側 曲げ外側 曲げ内側  曲げ外側
1d 
45° S11 -1,000 400 400 -150 
90° S22 -800 550 750 -200 
135° S22 -450 500 200 50 
2d 
45° S11 -600 500 150 -200 
90° S22 -800 550 400 -200 
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材（兵庫県産，表乾密度 2.62g/cm3 吸水率 1.53%）と反応性骨材（北海道産，表乾密度
2.67g/ cm3，吸水率 1.99%）を，細骨材は非反応性骨材（兵庫県産，表乾密度 2.55/ cm3，





Na2O 量）が 8.0kg/m3 となるように NaOH を添加した．  




加工では，曲げ半径 1.5d，2.0d において節付根にき裂は発生しなかった．  
 


























12.7 126.7 43.6 62.9 344 496 31 
No.2 12.7 126.7 44.0 63.2 347 499 30 














西 P-5（第 3 章 3.2.3 参照）の配合を参考にして決定し，設計基準強度は 35N/mm2とし
た．供試体のコンクリート配合を表 5-3-2 に示す．  
 


























NaOH Sn Sr Gn Gr 
20 8 45.1 3.0 43.1 172 381 375 385 494 514 3.81 8.06 
 




暴露用の大型供試体のシリーズⅢとした．供試体一覧を表 5-3-3 に示す．  
 













100% 75% 無し 1 本  2 本  3 本
Ⅰ  
(300×300×2,000) 
1 ○  0.4 2d ○    
2 ○  0.4 2d  ○   
3 ○  0.4 2d   ○  
4 ○  0.4 2d    ○ 
5  ○ 0.4 2d ○    
6  ○ 0.4 2d  ○   
7  ○ 0.4 2d   ○  
8  ○ 0.4 2d    ○ 
Ⅱ  
(600×600×4,000) 
1 ○  0.4 2d ○    
2 ○  0.4 2d    ○ 
Ⅲ  
(750×750×5,000) 
1 ○  0.4 2d ○    






響を検証するために，それの 50%相当にあたる 0.23%を設定し，2 種類とした．また，
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鉄筋の曲げ半径は，供試体中心を境に軸方向の左右で 1.5d と 2d の 2 種類を設定した．
プレストレスは，下縁応力で 10N/mm2 または 7.5N/mm2,上縁応力で 0N/mm2 となるよ
うな三角形分布とし，シリーズⅠでは 10N/mm2 と 7.5N/mm2 の 2 水準，シリーズⅡお
よびⅢは 10N/mm2 として，材齢 12～13 日で導入した．  
供試体の製作は，平成 16 年 1 月下旬から 2 月中旬にかけてコンクリート打設を行い，
京都府内において自然環境下で暴露放置した．   
(4) 供試体形状とひずみゲージの配置 
各供試体の形状とゲージ等の配置を図 5-3-1 に，供試体の製作状況を図 5-3-2 に，
供試体の自然暴露状況を図 5-3-3 に示す．供試体の形状は，シリーズⅠの
300×300×2,000 mm をベー ス に，寸 法 効果の 検 証を目 的 とした シ リーズ Ⅱは
































図 5-3-1 供試体形状とひずみゲージ配置 (単位:mm) 

























































側面の両側の値を水平方向と鉛直方向に分けて平均した．測定状況を図 5-3-4 に示す． 


















した φ10×20cm の円柱供試体（同一条件により屋外暴露）を用いて，JIS A 1108「コ














季を 2 回経験した材齢 19 ヶ月では，材齢 12 ヶ月に比べてひび割れ幅の増加が認めら
れたが，その後，材齢 25 ヶ月まではほとんど変化がなかった．材齢 33 ヶ月から 45
ヶ月の間ではひび割れ幅の増加は確認できたが，新たなひび割れの発生は確認できず，
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顕著な変化は認められなかった．ひび割れの最大幅は，0.7～0.8mm の範囲であった．




































図 5-3-6 ひび割れ密度の経時変化(シリーズⅢ) 
 
Ⅲ－1 とⅢ－2 の違いは，せん断補強鉄筋比を前者は実橋脚標準相当の 0.4%，後者
は 1/2 に低減させた 0.23%にしていることであるが，45 ヶ月経過時のひび割れ密度は，
Ⅲ－1 で 14.8 m/m2，Ⅲ－2 で 17.4 m/m2 となり，せん断補強鉄筋が少なく拘束の影響












































5.6 5.6 5.6 
1.0 
2.2 2.6 














































～960 日，1,200～1,320 日）の高温多湿時期に顕著となった．  
 次に，シリーズⅠのプレストレス量の違いによる差違を比較すると，プレストレス







シリーズⅢでは，せん断補強鉄筋比の違いにより，鉄筋比 0.40%のⅢ－1 と 0.23%の
Ⅲ－2 では，鉄筋比の小さいⅢ－2 の方が，鉛直方向および軸直角方向の上縁のひずみ


























































































図 5-3-10 コンクリート表面ひずみの経時変化(シリーズⅢ) 
 
(3) せん断補強鉄筋ひずみ 
各シリーズにおけるせん断補強鉄筋のひずみの経時変化を図 5-3-11～図 5-3-13 に












きなかった．材齢 500 日を超えたあたりから，計測位置上段では 5,000µ を越え，中段，
下段では 10,000µ を越えるひずみが発生し，1,350 日では中段でⅢ－1，Ⅲ－2 ともに



























































































さ 600mm)のひずみは 7,500µ，Ⅲ－1(はり高さ 750mm)のひずみは 16,000µとなり，各々
の比率は 1:3:6.4 であった．このように供試体の寸法が大きくなるにつれて鉄筋のひ
ずみが大きくなることは，コンクリート構造体の強度が構造体の寸法(はりの高さ)に














































































































































図 5-3-14 に，静弾性係数の経時変化を図 5-3-15 に示す．圧縮強度は材齢 180 日まで
増加し最大で 50.9N/mm2であった．その後は徐々に低下し，材齢 570 日でこれの約 8
割に相当する 39.7N/mm2まで低下し，その後はほとんど変化しなかった．静弾性係数
は材齢 28 日の 2.7×104N/mm2が最大値となり，その後は徐々に低下し，材齢 180 日で















図 5-3-14 圧縮強度の経時変化        図 5-3-15 静弾性係数の経時変化 
 
５．３．５ コンクリートの膨張が鉄筋に与える影響 
















最大値の約 8 割に相当する 40N/mm2程度まで低下し，静弾性係数は最大値の約 3 割に


















































































降伏点までの応力－ひずみ曲線          応力－ひずみ曲線 
(ひずみゲージによる測定)       (降伏点から破断までは伸び計による測定) 
 





















⑤ せん断補強鉄筋のひずみは，降伏点のひずみを大幅に超過し，最大で 15,000µ 程度
となった．  




⑦ 供試体の自然暴露により実橋脚の劣化状況を概ね再現することができた．  
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供試材はアルカリ骨材反応により劣化した橋脚の破断鉄筋(昭和 40 年代後半に製造さ  
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れ，JIS G 3112 の  SD345 の化学成分規格値を満足する D32)を使用した．供試材の加
工条件は，表 6-2-1 に示すように，曲げ半径を 1d (d＝鉄筋の呼び径)とし，曲げ角度
























供試材採取位置    供試材採取位置 
(曲げ部)       (鉄筋断面内) 





量の分析は，図 6-2-2 に示す大気圧イオン化質量分析計(API-MS=Atmospheric Pressure 
Ionization Mass Spectrometer) による昇温脱離水素ガス分析を行い定量分析した．計測
温度範囲は 20～600℃，昇温速度は 12℃/min とし，キャリアーガスは Ar ガスパージ
を 1000mℓ/min とした．水素チャージの条件は，電解溶液に硫酸(pH 2.0)を使用し，電
解温度は 30℃(恒温水槽にて温度調節)とした．電流密度は 1mA/cm2 とし，電解時間は
水素拡散係数 D=1×10-7cm2/s にて，厚さ 1.5mm の板内に水素が平衡吸収される時間を









② 曲げ部中央  





⑤ 曲げ部中央  
⑥ 曲げ部外側  
⑦ 曲げ加工なし  









図 6-2-2 大気圧イオン化質量分析計(API-MS) 
 
(3) 計測結果 
















図 6-2-3 昇温脱離水素分析結果           図 6-2-4 昇温脱離水素分析結果 
(曲げ角度 45°)                          (曲げ角度 90°) 
 




















曲げ部内側  0.29 
② 曲げ部中央  0.20 




曲げ部内側  0.58 
⑤ 曲げ部中央  0.32 
⑥ 曲げ部外側  1.47 































































































































値に対する 90°の値の比率は，曲げ部内側で 2.0 倍，曲げ部中央で 1.6 倍，曲げ部外
側で 1.75 倍の吸蔵量となった．曲げ加工なしと曲げ角度 90°の場合を比較すると，曲
げ加工なしの 0.16ppm に対して，曲げ部中央が 0.32ppm で 2 倍，曲げ部内側が 0.58ppm












② 曲げ角度の違いでは，45°と 90°を比べると 90°のほうが多くなり，45°の値に
対して曲げ部内側で 2.0 倍，曲げ部中央で 1.6 倍，曲げ部外側で 1.75 倍の吸蔵量
となった．  
③ 曲げ加工なしと比較すると，曲げ角度 90°の場合で，曲げ部中央が 2 倍，曲げ部




















































図 6-2-6 供試体の外観 
 
使用材料は，セメントは早強セメントを，反応性骨材は北海道産の安山岩を使用し，
添加アルカリは全アルカリ量（等価 Na2O 量）が 8.0kg/m3 となるように NaOH を添加
した．コンクリートの設計基準強度は 35N/mm2 とした．鉄筋は引張強さ 476.7N/mm2，
伸び 24.1%で JIS G 3112 SD295A（D13）の規格を満足する電炉品を使用し，曲げ加工
半径は，2d (d＝鉄筋の呼び径)とした．プレストレスは下縁応力で 10N/mm2，上縁応
力で 0N/mm2 となるような三角形分布とした．供試体の製作は，平成 16 年 1 月下旬に
コンクリート打設を行い，京都府内において自然環境下で暴露放置した．ひび割れは，
材齢 3 ヶ月までは確認されなかったが，材齢 6 ヶ月の目視観察の時点で，各供試体の
表面において，供試体軸方向を主体としたひび割れが確認された．約 4 年経過後の供
試体の側面におけるひび割れの最大幅は，0.7～0.9mm の範囲にあり，ひび割れ密度は
16.5ｍ/m2 程度であった．   
② 鉄筋試料採取位置 
供試体形状と鉄筋試料採取位置を図 6-2-7 に示す．図 6-2-6 に示すようにスパン中
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央部の載荷試験によるひび割れの影響が小さい箇所(図 6-2-7 の赤枠線で示す部位)か




















                         （単位：mm） 



















図 6-2-8 鉄筋試料採取位置におけるひび割れ状況 
 
 













図 6-2-9 コンクリートはつり断面の   ⑥   ⑤   ④         ③  ②  ① 























                             （単位：mm） 




ン化質量分析計(API-MS=Atmospheric Pressure Ionization Mass Spectrometer)を使用し，
昇温脱離ガス分析により定量分析した．計測温度範囲は 20～600℃，昇温速度は 12℃
/min とし，キャリアーガスは Ar ガスパージを 1000mℓ/min とした．  

















図 6-2-12 昇温脱離水素分析結果    図 6-2-13 昇温脱離水素分析結果 
（試料①）              （試料⑤） 
 












種では，鋼の水素ぜい化に大きく影響するのは第 1 ピークの拡散性水素であり，第 2










比較的進んだ試料①(0.46ppm)では，約 3 倍の水素吸蔵量となっていた．  
 
試料 No. 
鋼中水素量(ppm)：RT～170℃にて定量(第 1 ピーク水素量) 
曲げ部外側  曲げ部中央  曲げ部内側  
①  0.46 0.34 0.35 











































































































































































































































析方法は，6.2.2 の(2)④に示す方法とした．  
 鉄筋採取箇所 















No.1          No.2         No.3 
















図 6-2-18 昇温脱離水素分析結果    図 6-2-19 昇温脱離水素分析結果 
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ら換算した引張強さ 13)により，図 6-2-22 に示す遅れ破壊の危険性に対する鋼の強度
と環境の厳しさの関係 1)を用いて水素ぜい化割れの可能性を評価した．鉄筋曲げ部の
硬さ上限値は，き裂近傍の計測値 330HV10（第 4 章 4.2(4)②の高炉鉄筋の結果）を用





鋼中水素量(ppm)：RT～170℃にて定量(第 1 ピーク水素量) 
曲げ加工外側  曲げ加工中心  曲げ加工内側  
1 0.22 0.14 0.26 
2 0.26 0.25 0.30 
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① 竣工後 35 年経過した橋脚中の鉄筋の拡散性水素吸蔵量を計測した結果，曲げ加工
外側・曲げ加工内側の水素吸蔵量が多く，曲げ加工中心は少なかった．腐食が比








































 供試材の規格は JIS G 3112 SD295A の D10 を使用した．供試材の明細を表 6-3-1 に
示す．  
 
表 6-3-1 供試材の明細  
 














が確認されている曲げ半径 1.0ｄとし，曲げ加工は図 6-3-2 に示すような曲げ加工機
により行った．  
② 時効処理 
 ひずみ時効の影響を調査するために 1.0d の曲げ加工を行った供試材を 150℃で 10
分間の加熱処理を行った．  
③ 酸洗い処理（水素の吸蔵） 
 水素の影響を調査するために 1.0d 曲げ加工，時効熱処理（150℃，10 分加熱）を行
供試材名称  前処理条件  
引張速度  
10µm/min 30µm/min 50µm/min
1 曲げ加工材  曲げ加工  1 本  1 本  1 本  
2 時効処理材  曲げ加工＋時効処理  1 本  1 本  1 本  
3 酸洗い材  
曲げ加工＋時効処理  
＋酸洗い処理  
1 本  1 本  1 本  
90°
45°45°
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Pressure Ionization Mass Spectrometer)を使用し，昇温脱離ガス分析により定量分析した．
計測温度範囲は 20～600℃，昇温速度は 12℃/min とし，キャリアーガスは Ar ガスパ
ージを 1000mℓ/min とした．  
大気圧イオン化質量分析計による計測結果を図 6-3-3 に示す．拡散性水素のピーク
を表わす 100℃近辺の第 1 ピークは，酸洗いをした供試材のみ現れた．この拡散性水






























































を表 6-3-2 に示す．ただし，試験機の関係上，試験は 12hr で終了し，そのときの破断
の有無を確認した．  
 
表 6-3-2 低ひずみ速度引張試験結果 
 
 10µm/min 30µm/min 50µm/min 
曲げ加工材  
（曲げ加工のみ）
破断荷重  未破断(12hr) 34,800N 15,400N 
破断時間  －  37.3hr 8.4hr 




破断荷重  未破断(12hr) 14,200N 15,200N 
破断時間   10.3hr 8.2hr 




破断荷重  未破断(12hr) 6,600N 6,200N 
破断時間   8.3hr 6.2hr 
破断部位   曲げ部破断  曲げ部破断  
＊1：SD295A(D10) 引張強さ：31,385N～42,798N，降伏荷重：21,042N 以上  
＊2：10µm/min での試験は 12hr で破断しなかったため全て未破断とした．  
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低ひずみ速度引張試験の結果，以下の結果が得られた．   
① 10µm/min での試験は 12hr で破断しなかったため未破断で終了とし，き裂の進展
を確認するため縦断面の観察を行った．  




④ 酸洗い処理をした供試材は，引張強さの 1/6 程度の荷重で破断し，破断時間はひ
ずみ速度が大きくなると早くなった．  
⑤ 時効処理をした供試材は，引張強さの 1/2 程度の荷重で破断し，破断時間はひず
み速度が大きくなると早くなった．  
(2) 10μm/min 引張試験結果 
 10µm/min の引張速度では，12 時間で破断しなかったため，き裂の進展を確認する
ため縦断面の観察を行った．  
① 曲げ加工材 
 引張試験後の曲げ加工材の縦断面観察写真を図 6-3-5 に示す．目視でき裂が確認す
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② 時効処理材 
 引張試験後の曲げ加工材の縦断面観察写真を図 6-3-6 に示す．目視でき裂が確認す



















図 6-3-6 時効処理材の縦断面観察写真  
 
③ 酸洗い材 
 引張試験後の酸洗い材の縦断面観察写真を図 6-3-7 に示す．目視でき裂をはっきり
と確認することができた．0.25ppm 程度の水素吸蔵量により，き裂の口が大きく開き，
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(3) 30μm/min および 50μm/min の引張試験結果 
① 破断状況 
 破断状況を図 6-3-8，図 6-3-9 に示す．全て曲げ加工部で破断していた．30µｍ/min
の曲げ加工材は，鉄筋が引張試験により真直ぐに伸びきってから曲げ加工部で破断し
ていた．酸洗い材は時効処理材よりも曲げ部が残っている状態で破断した．  


























図-14 30μｍ/min の引張破断面 
 









図 6-3-11  50μｍ/min の引張破断面の状況  
曲げ加工材  時効処理材 酸洗い材  











- 153 - 
 
② 曲げ加工材の破面観察結果 
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③ 時効処理材の破面観察結果 
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④ 酸洗い材の破面観察結果 
 30µm/min 引張試験で破断した酸洗い材の破面写真を図 6-3-14 に示す．破面は起点








































図 6-3-14  酸洗い材の破面  
①部の拡大 ②部の拡大  


















展を確認した供試材では，図 6-3-16 に示すように起点部から約 3mm の範囲で疑へき
開破面を観察することができた．これは実橋脚の破断鉄筋の起点部にも見られる様相











き裂起点付近         起点部より約 12mm 内側 

























































(3) 竣工後 35 年経過した劣化橋脚中の鉄筋の拡散性水素吸蔵量を計測した結果，腐食










(6) 酸洗い処理による 0.25ppm 程度の水素吸蔵量により，き裂の進展が顕著となった． 
(7) 破面観察では，各供試材でほぼ全域にわたって延性的な破面を示したが，酸洗い  
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2008 
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表 7-2-1 破断鉄筋の化学成分 N の分析値 
 
供試材種別  N の分析値(%) 
阪神高速道路の破断鉄筋平均値  0.0109 
能登有料道路の破断鉄筋 2) 0.0094～0.0103 
1980 年代電炉鉄筋 3) 0.0109 












170HV10 前後であるのに対して，曲げ加工部では 240～250HV10 程度となり，70～
80HV10 程度の硬さの上昇が認められた．節の付根付近では，曲げ半径 1.0d で 330 HV10
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程度，曲げ半径 2.0d で 290 HV10 程度となり，さらに硬さの上昇が認められた．  
ビッカース硬さから引張強さを近似的換算値 4)を用いて換算すると，曲げ加工部で
は 765～825 N/mm2 程度，曲げ内側の節の付根近傍で 915～1,035 N/mm2 程度まで上昇
していることが考えられる．  
5) 破壊じん性値 
 破断鉄筋と現行鉄筋を比較すると，加工なしの状態では，破断鉄筋が Kc(J）で 162.2 
MPa・m1/2，現行鉄筋が  K(JQ)で 218.4 MPa・m1/2 となり，破壊の状態が違うので一律
に比較はできないが，破断鉄筋のほうが低い値となった．曲げ内側を模擬した圧縮予

















と考えられる．   
 















破断面の EPMA 定性分析の結果，起点部よりコンクリートの成分である Ca，Si な
曲げ半径  現行鉄筋  破断鉄筋  
1.1d 1.27 1.56 
2.0d 0.89 1.24 







きた．鉄筋の曲げ加工部の残留応力を X 線回折法で測定した研究事例では 5)，曲げ内
側で降伏応力に相当する 350～380 N/mm2 程度の引張応力を確認したものがある．  























④ アルカリ骨材反応による膨張力  
鉄筋破断が生じた実橋脚と同程度まで劣化を進行させた供試体において，せん断補
強鉄筋のひずみを追跡調査した．計測されたひずみからコンクリートの膨張により鉄





⑤ 破断鉄筋の破面の特徴  
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② ひずみ時効  
・ ひずみ時効に影響する化学成分Nの値が高い場合，ひずみ時効によるぜい化が進行
し，き裂進展に対する抵抗がさらに低下する．  
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梁の損傷状況等の調査結果が 2004 年 9 月に公表された．これによると調査対象の道路
橋 50,820 橋のうち 606 橋に損傷が生じ，202 橋については対策または対策検討の必要
があると判定された 1)．当時，鉄筋破断が確認された事例は，阪神・北陸・中国の各





























 鉄筋破断が確認された構造物のコンクリート表面では，ひび割れ幅が 1mm 以上と
比較的大きくなり，軸方向鉄筋(主鉄筋)に沿った連続したひび割れが発生するなど，
共通した特徴が表れることが多い．条件によってはひび割れに段差が生じる場合など








































図 8-1-2 表面保護工による補修済み橋脚の再劣化の事例 









































図 8-1-4 外観劣化度の定義の例 3) 


































図 8-1-5 鉄筋損傷が確認された箇所の例 3) 
 
(4) 破断した鉄筋の特徴と調査方法 
鉄筋破断が確認された構造物の建設年代を調査すると，昭和 40 年代から昭和 50 年
代前半にかけて竣工したものが多数確認されている．当時の鉄筋の化学成分や機械的
性質を確認すると，現行の JIS G 3112 の規格を満足するものであったが，節形状に着
目すると節の付根部の曲率半径が現行鉄筋と比べて小さいことが特徴としてあげられ
















(a) 破断鉄筋の節形状の例       (b) 現行鉄筋の節形状の例 














































































部位 鉄筋種別 設計本数 破断本数 き裂本数 破断 き裂 鉄筋径 節形状 Ｒゲージ 画像測定 P S N
Ⅳ ○△線 P○○ RC Ｔ型梁 昭和55年 ○△工事 梁端部上側1段目 主鉄筋 梁山側端部 20 10 5 50 25 D32 波節 1.8d 0.21 0.32 0.0100 H22.11 P25
別紙○に詳細コメント













路線名 橋脚番号 構造形式 施工年次 工事名
損傷部位 損傷本数 損傷率（%） 鉄筋形状 曲げ内半径 化学成分（%）
観察用ミラー 
ひび割れ注入用樹脂









































論文報告集，第 9 巻，p.195～p.202，2009 
5) 普通鋼電炉工業会電炉鉄筋棒鋼品質調査委員会：電炉鉄筋棒鋼品質調査報告書，
2008 
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材腐食発生限界濃度の 1.2 kg/m3 以下の値であった．   
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